





























(1) ┴平成 19 年度消費者契約における不当条項研究会報告書Б別冊NBL128 号
㈶消費者契約における不当条項の横断的分析㈵200 頁（2009 年）は，調査対象






















(2) 沖野眞巳А㈶消費者契約法（仮称）㈵の一検討（1）БNBL652 号 22 頁（1998
年），日本弁護士会連合会А消費者契約法日弁連試案（1999 年）Б同会ウェブ
サイト（https://www.nichibenren.or.jp/），山本健司А契約適合性判定権条










(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё165
　また，後述するように，東京高判平成 30 年 11 月 28 日判時 2425 号 20 頁
（以下，А本判決Бという）は(5)，適格消費者団体が事業者に対して包括的変更
条項を含む契約の申込みと承諾の停止を求めた事案において，当該包括的変








　このように，民法 548 条の 4は，包括的変更条項の不当性を肯定する方向
にも，否定する方向にも作用しているように思われる。そこで，本稿では，




入れБ前掲注 3），消費者庁・前掲注 3）104，105 頁。
(5) 本判決の評釈・解説として，大澤彩・NBL1151 号 4 頁（2019 年），国民生活













































指摘する。次に，②船舶海上保険の約款に関する最判昭和 45 年 12 月 24 日
民集 24 巻 13 号 2187 頁，銀行の預金取引約款に契約締結後に追加された暴
力団排除条項に基づく解除の有効性が争われた福岡高判平成 28 年 10 月 4 日
金法 2052 号 90 頁，金判 1504 号 24 頁及び電気通信事業者が包括的変更条項
に基づいて窓口支払の場合に税抜き 100 円を手数料として徴収する旨の約款
変更の有効性が争われた東京地判平成 27 年 1 月 16 日 2015WLJPCA
01168013 を挙げて，А既存顧客との個別の合意がなくても，既存の契約に変
更の効力を及ぼすことができる場合があることが裁判例で認められているБ























































（2)　民法 548 条の 2第 2項との関係








(10) 民法（債権関係）部会資料 83┡2・37 頁（法務省ウェブサイト掲載の PDF版
による。以下，部会資料及び議事録についてはすべて同じ）。
(11) 松村秀樹＝松尾博憲㈶定型約款の実務Q＆A㈵（商事法務，2018 年）30 頁。
(12) 丸山・前掲注 9）173 頁。
(13) 廣瀬久和А民法改正案㈶定型約款㈵規定についての覚書（1）Б青山法務研究論
集 13 号 175 頁（2017 年），沖野・前掲注 9）543 頁，河上正二А㈶約款による
契約㈵と㈶定型約款㈵Б消費者法研究 3号 23 頁（2017 年），鹿野菜穂子А㈶定
型約款㈵規定の諸課題に関する覚書きБ消費者法研究 3号 78 頁（2017 年），



























(14) 松村＝松尾・前掲注 11）105，106 頁。
(15) 山本・前掲注 8）429 頁。
包括的変更条項の不当性判断における定型約款変更規定の役割
(505)
(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё171
ら(16)，この理解は制限的な解釈を加えない場合にのみに妥当する。
　以上のことから，包括的変更条項に制限解釈を加えるならば，いずれの場





















(16) 山本・前掲注 8）427 頁。


























現代消費者法 39 号 38 頁（2018 年）。
(20) 青山大樹＝宮地賛А定型約款の定義Ё該当例・非該当例の具体的検討Бビジネ
ス法務 18 巻 7 号 22 頁（2018 年）。
(21) 丸山絵美子Аエネルギー供給契約における料金変更Ё定型約款変更規定に関す
る一検討ЁБ法学研究 92 巻 10 号 126 頁（2019 年）。
包括的変更条項の不当性判断における定型約款変更規定の役割
(507)























民法 548 条の 4は，明確な合意も，希薄な合意も必要とせずに定型約款の変





























(24) 沖野・前掲注 9）543 頁。
(25) 法制審議会民法（債権関係）部会第 85 回会議議事録 32，33 頁，第 89 回会議










に関する前掲最判昭和 45 年 12 月 24 日，②銀行の預金取引約款に追加され
た暴力団排除条項に関する前掲福岡高判平成 28 年 10 月 4 日及び③携帯電話
の利用に係る通信サービス契約における包括的変更条項の有効性に関する前















(27) 部会資料 83┡2・41 頁，部会資料 86┡2・2 頁，第 193 回国会衆議院法務委員会
第 9号（平成 29 年 4 月 12 日）PDF版 8頁〔小川政府参考人〕国会会議録検
索システム（https://kokkai.ndl.go.jp/#/)・松田貴文А定型約款（3・完）Б












ス自体を維持できなくなる可能性もあると言え，民法 548 条の 2の双方合理
性に関する前記 3（3）のいずれの学説を採用したとしても，当該契約で用
いられる約款も定型約款に該当する可能性が高いであろう(31)。そして，本




成 29 年 4 月 25 日）PDF版 8頁〔金田国務大臣┥・内閣府消費者委員会事務局
作製А参議院法務委員会（4/25・5/9・5/11・5/16・5/23・5/25 の議事概要に
ついて）Б消費者法研究 3号 257 頁（2017 年），松村＝松尾・前掲注 11）11
頁。
(28) 部会資料 83┡2・41 頁，部会資料 86┡2・2 頁，松村＝松尾・前掲注 11）11 頁。
(29) 青山＝宮地・前掲注 20）20 頁。






























(32) 大澤・前掲注 5）7頁，同А㈶定型約款㈵時代の不当条項規制Б消費者法研究 3
号 199 頁（2017 年）は，包括的変更条項は，約款作成者の一方的な都合で価
格や目的物の内容自体についても変更ができることとなり不当性が高いこと及
び法 3条の求める条項明確化の努力を怠った条項であることから，法 10 条後
段要件を充たすとする。
(33) 沖野・前掲注 9）543，544 頁，丸山・前掲注 9）172 頁，拙稿А民法における
定型約款規定新設が消費者取引に与える影響Б㈶先端消費者法問題研究㈵（民事
法研究会，2018 年）207 頁。











　変更条項は，続く部会資料 56 第 9 の 4 では姿を消し(35)，中間試案第 30
の 4 においても見られないままであったが，変更条項についてもその取扱い
を明らかにする必要があるとのパブリックコメントを受けて，部会資料 75B





























































とは求められないと説明されている（第 96 回議事録 47 頁［村松幹事］）。変更
条項を定型約款変更の要件とすることについては，その必要性について疑問
が呈された（同 43 頁［沖野幹事］，同 46 頁［山本（敬）幹事］）。































































(36) 松村＝松尾・前掲注 11）7，8 頁。
包括的変更条項の不当性判断における定型約款変更規定の役割
(517)
(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё183
